
国県助成発
展支援事業

農業用機械
設備導入事
業

〇
カタ
ログ

経営規模の拡
大計画又は不
耕作地の抑制
協力の意向書

農業用パイ
プハウス導
入事業

〇 〇
カタ
ログ

経営規模の拡
大計画又は不
耕作地の抑制
協力の意向書

園芸・果樹
用機械設備
導入事業

〇
カタ
ログ

対象品目・利
用面積及び販
売額等(現状・
3年後)が分か
る資料

農業用車両
導入事業

〇
カタ
ログ

スマート農
業機器導入
事業

〇
様式第1
号の2

〇 〇
カタ
ログ

受託地代助
成事業

様式第1
号の3

農地
台帳

遠距離通作
ほ場受託支
援事業

〇
様式第1
号の3

〇＊1
農地
台帳

＊1　位置図に
は主要作業所
と対象水田、
主要な経路を
記載する。

狭小水田受
託支援事業

〇
様式第1
号の3

〇＊2
農地
台帳

＊2　位置図に
は対象水田の
位置を記載す
る。

水稲中間管
理再委託支
援事業

様式第1
号の4

〇＊3

＊3　位置図に
は作業を再委
託する水田の
位置を記入す
る。

別表第1(第8条関係)
補助金等交付申請書添付書類

無し(当該国県事業の要綱・要領等に定める書類を別途提
出すること。)

事
業
区
分

細事業名

事業
計画
の提
出

共　
通
添　
付

収支
予算
書

事業実
施計画
書

事
業
計
画
図

位置図
見積
書

その
他①

その他②又は
摘要

営
農
継
続
支
援
対
策

直近
の
市税
納税
証明
書(納
税状
況が
照会
でき
ない
場合
に限
る。)

補助
金交
付先
の金
融機
関通
帳の
写し
口座
(名
義、
金融
機関
名・
口座
の種
類・
番号
が分
かる
もの)



担い手支援
集落・地域
総応援団設
立活動支援
事業

〇 〇
様式第1
号の5

〇 〇
カタ
ログ

様式第1号の6
による担い手
地域総応援団
登録申請書(事
業実施初年度)

外国人農業
人材受入支
援事業

〇
様式第1
号の7

〇＊4

＊4  交付決定
前着工を行う
場合、請求書
に代えること
ができる。

スマート農
業技術導入
事業

様式第1
号の2

〇

研修の場設
置・参加支
援事業

〇

組織化・会
社化支援事
業

様式第1
号の9

〇

新規就農者
支援事業

〇　
様式第1
号の10

〇
カタ
ログ

家賃支援は①
住民票又は市
外に1年以上居
住していたこ
とが把握でき
る書類及び②
住宅の賃貸借
契約書の写し

定年帰農者
等支援事業

〇
カタ
ログ

他産業を退職
したことが分
かる資料

UIJターン
新規雇用支
援事業

様式第1
号の11

雇用
契約
書、
労働
条件
通知
書等
の写
し

雇用者の住民
票又は市外に
１年以上居住
していたこと
が把握できる
書類

農
村
集
落
維
持
支
援
対
策

高付加価値
作物等生
産・販売支
援事業

〇
様式第1
号の12

新
規
就
農
支
援
対
策



国県助成発展支援
事業

農業用機械設備導
入事業

〇 〇 〇

農業用パイプハウ
ス導入事業

〇 〇 〇

園芸・果樹用機械
設備導入事業

〇 〇 〇

農業用車両導入事
業

〇 〇 〇

スマート農業機器
導入事業

様式第1号
の2

〇 〇 〇

受託地代助成事業 農地台帳

遠距離通作ほ場受
託支援事業

農地台帳

狭小水田受託支援
事業

農地台帳

水稲中間管理再委
託支援事業

様式第1号
の4

〇 〇

担い手支援集落・
地域総応援団設立
活動支援事業

〇
様式第1号
の5

〇 〇 〇

外国人農業人材受
入支援事業

様式第1号
の7

〇 〇

スマート農業技術
導入事業

様式第1号
の2

〇 〇 〇

研修の場設置・参
加支援事業

〇 〇 〇

組織化・会社化支
援事業

様式第1号
の9

〇 〇 〇 定款の写し
登記簿謄本
の写し

新規就農者支援事
業

様式第1号
の10

〇 〇 〇

定年帰農者等支援
事業

〇 〇 〇

UIJターン新規雇
用支援事業

様式第1号
の11

農村集
落維持
支援対
策

高付加価値作物等
生産・販売支援事
業

〇
様式第1号
の12

〇 〇 〇

別表第2(第11条関係)
補助事業実績報告書添付書類

実績報告添付書類

無し(当該国県事業の要綱・要領等に定める書類を別途提
出すること。)

事業区
分

細事業名
収支
決算
書

事業実績書
契約
書の
写し

請求
書の
写し

領収
書の
写し

その他① その他②

新規就
農支援
対策

営農継
続支援
対策


